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健全化判断比率審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年法律第 94 号）第 3条第 1項

の規定により，令和元年 7月 29 日付けで審査に付された平成 30 年度決算により算定

した健全化判断比率を審査したので，その結果について次のとおり意見を提出する。 

  



  

健 全 化 判 断 比 率 審 査 意 見 書 

 

第１ 審査の概要 

 １ 審査の対象 

   平成 30 年度決算により算定した健全化判断比率 

    ①実質赤字比率 

    ②連結実質赤字比率 

    ③実質公債費比率 

    ④将来負担比率 

   

２ 審査の期間 

令和元年 7月 29 日から同年 8月 15 日まで 

 

３ 審査の方法 

審査に付された健全化判断比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書

類（以下「算定基礎資料」という。）が適正に作成されているか確認し，また担当

課より説明を求めて審査を実施した。 

 

第２ 審査の結果 

１ 健全化判断比率の総括 

   審査に付された健全化判断比率並びに算定基礎資料は，いずれも適正に作成さ

れているものと認められた。 

審査に付された健全化判断比率は以下のとおりである。 

 

（注）実質赤字額または連結実質赤字額が発生していない場合は「－」を記載

している。 

健全化判断比率 平成30年度決算 早期健全化基準 財政再生基準

① 実 質 赤 字 比 率 － 12.89％ 20.00％

②連結実質赤字比率 － 17.89％ 30.00％

③ 実 質 公 債 費 比 率 11.0％ 25.0％ 35.0％

④ 将 来 負 担 比 率 78.2％ 350.0％



  

２ 健全化判断比率の個別事項 

①実質赤字比率 

算 定 式 

 

（注）実質赤字比率の△（負の値）表示は，実質黒字である財政状況を示す。 

実質赤字比率は早期健全化判断基準値の 12.89％を下回っている。 

②連結実質赤字比率 

算 定 式 

 （注）連結実質赤字比率の△（負の値）表示は，連結実質黒字である財政状況を示す。 

連結実質赤字比率は早期健全化判断基準値の 17.89％を下回っている。 

③実質公債費比率 

  単年度の算定式 

 

平成 30 年度実質公債費比率（単年度） 

    

実質公債費比率は 11.0％で，早期健全化判断基準値の 25.0％を下回っている。 

④将来負担比率 

  算 定 式 

 

 

  将来負担比率は 78.2％で，早期健全化判断基準値の 350.0％を下回っている。 

 

 

△ 394,174

13,602,932

一般会計等の実質赤字額
×100  ×100＝ △ 2.89%

標 準 財 政 規 模

千円

千円
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(地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金) 

×100
 － (特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

標準財政規模 － (元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

(2,103,363+640,059)-(0+1,510,183)
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千円

平成28年度

平成29年度 11.01%
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11.35811%

11.47729%
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(3カ年平均)

将来負担額 － (充当可能基金額 ＋ 特定財源見込額
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　　　　　　　 ＋ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模 － (元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

33,964,334-(5,672,996＋2,057＋18,821,354)

13,602,932-1,510,183
78.2% ×100＝

千円

千円



  

３ 意見 

  平成30年度決算により算定した健全化判断比率は適正であり特に問題はない。 

  今後も適正な財政運営を期待するものである。 


